
市町村財政比較分析表(平成19年度普通会計決算)
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人口1人当たり地方債現在高 [424,613円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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類似団体平均

美浜町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
当該団体と同じグループに属する団体を言う。

※平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数については、平成19年地方公務員給与
実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、
当該項目に係るデータのグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
●財政力指数
 　大型事業所の固定資産税等の税収が大きいため類似団体の平均を上回っているが、町税収入は年々減収となり財政力指数も同様に低
下している。平成１７年度の指数０．８７９が、平成１８年度は０．８５８、平成１９年度には０．８４１と２年間で０．０３８も低下している。今後は、
町税の増収に向け産業団地への新たな企業誘致と雇用の場を確保するほか、課税の適正・公平化、滞納整理の強化を図り歳入確保に努め
ていく。
●経常収支比率
　経常経費に充当した一般財源は前年度に比べ約4,200万円減少しているが、それ以上に町税や地方譲与税等の経常一般財源が減収と
なっていることから高い数値となっている。今後、定員管理の適正化計画に基づいた人員削減をはじめ、費用対効果を重視した事務事業の行
政評価を進めるなど経常経費の歳出削減を図るほか、歳入面でも町税の増収に向けた産業団地への企業誘致等により、活力あるまちづくり
を進め平成２４年度までに５％の低下を目標とする。
●ラスパイレス指数
　類似団体を下回っており国や県等の給与制度に準拠しながら、今後も引き続き適正水準の維持に努める。
●実質公債費比率
　公共下水道の整備による公営企業債充当繰入金やごみ処理施設等の整備による一部事務組合の地方債充当補助金の増加に
より前年度に比べ０．７ポイント増の１５．９％となり平均を上回っている。今後は計画している事業を精査し借入額を抑制しながら適正水準を
確保していく。

●人口1人当たり地方債現在高
　類似団体とほぼ同水準であり、一般会計では今後大きな借入れを予定している事業はないことや元金償還額以上の借入れは行わないよう抑
制していることから、今後も健全な水準を保持していく。
●人口1,000人当たり職員数
　　地理的条件等により、保育園が多いことや原子力安全対策、地域改善対策等本町特有の行政需要から、類似団体平均を大幅に上回ってい
る。　現在、「第四次総合進行計画」に掲げた目標（平成27年度までに職員数を200人に削減）の達成に向け、積極的に定員の適正化を推進し
ているところである。具体的方策として、平成１９年４月に行政組織の改編と保育所の再編（９→４）を行ったほか、平成２０年度において事務事
業の棚卸し行うとともに、平成２１年度においては行政評価制度を本格導入し、これらの結果等を踏まえて事務事業の縮減合理化と業務の民間
委託を積極的に推進することとしている。
●人口1人当たり人件費・物件費等決算額
　前年度に比べ減少しているが、職員数及び公共施設数が多いことやから、類似団体平均を大幅に上回っている。今後は、直営で行っている公
共施設の統廃合や指定管理者制度の導入、定員適正化計画による人員削減によりコスト低減を図っていく。


